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株主のみなさまへ

株主のみなさまには、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。
さて、このたび当社第32期中間期（平成14年４月１日から平成14年９月30日まで）の決算を終

了いたしましたので、ご報告申し上げます。
今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
平成14年12月

代表取締役社長　河 端 　 繁

当中間会計期間における日本経済は、５月に政府の景気底入れ宣言があったものの、アメリカ
の景気減速、株安、不良債権問題等先行き不安材料が山積し、未だ出口が見えない底這い状態と
いえます。
流通業界では、店舗数や売場面積の過剰感が続きデフレと消費不振は深刻な影を落としており
ます。また、呉服業界では、小売りの不振を反映して各地方の産地では前年比１～２割の生産縮
小を余儀なくされております。
このような中で、当社におきましては本年３月１日の東証１部指定替を受けて記念セールを開
催するなど積極的な販売活動を展開いたしました。また、店舗面においては、新設店として８月
に久留米店、所沢店をオープンいたしました。
この結果、当中間会計期間の業績は、売上高が前年同期に比べて13.0％増の6,288百万円となり
ました。利益面においては、前年度より支払い条件の改定等を行ったことにより商品原価率が
1.9ポイント低下し粗利益が拡大いたしました。費用面においては、DMを主体とする広告宣伝費
の効率化等により、販売費及び一般管理費率が0.6ポイント低下いたしました。営業利益につい
ては、前年同期に比べ42.9％増の741百万円、経常利益が45.2％増の756百万円となりました。ま
た、特別損失として投資有価証券評価損134百万円を計上いたしましたが、中間利益は前年同期
に比べ34.6％増の351百万円となりました。

事 業 の 概 況

期　別

品目別
区　

分 売　　上　　高 比　　　　　率

着　物　・　裏　地　等 2,895,968 46.0

帯 1,138,913 18.1

仕 　 　 立 　 　 加 　 　 工 871,438 13.9

和 　 　 装 　 　 小 　 　 物 593,623 9.4

宝　　　　　　　　　　　石 651,584 10.4

そ　　　　　の　　　　　他 137,253 2.2

合　　　　　　　　　計 6,288,781 100.0

当 中 間 会 計 期 間
自　平成14年４月１日
至　平成14年９月30日( )

（単位：千円、％）品目別販売実績
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会 社 の 概 況（平成14年９月30日現在）

① 会社が発行する株式の総数 363,060株
② 発行済株式の総数 90,765株
③ 株主数 1,537名
（注）当中間期末株主数には、端株主数を含んでおります。

④ 大株主の状況

主要な事業内容 呉服、宝石等の販売を主要業務とした専門店チェーンであります。

事　　業　　所 ① 本　　社　東京都中央区日本橋大伝馬町14番１号
② 店　　舗

株 式 の 状 況

地 方 別 店 舗 数 都　道　府　県　別

北　海　道 １ 北海道１店

東　　　北 2 宮城県１店、福島県１店

関　　　東 19 群馬県１店、栃木県１店、茨城県１店、埼玉県３店、千葉県３店、東京都６店、神奈川県４店

中　　　部 9 新潟県１店、富山県１店、石川県１店、静岡県３店、愛知県２店、岐阜県１店

近　　　畿 ６ 京都府１店、大阪府２店、兵庫県２店、三重県１店

中　　　国 ２ 岡山県１店、広島県１店

九　　　州 4 福岡県３店、熊本県１店

合　　　計 43

株 主 名 持 株 数 持株比率 当社の当該株主への出資状況 出資比率

河　　　端　　　　　　　繁 14,846.0株 16.36％ ─株 ─％

河　　　端　　　雄　　　樹 8,964.0 9.88 ─ ─

UFJ信託銀行株式会社（信託勘定A口） 5,950.0 6.56 ─ ─

河　　　端　　　伸　一　郎 4,020.0 4.43 ─ ─

河　　　端　　　隼　　　平 4,020.0 4.43 ─ ─

河　　　端　　　啓　　　子 4,004.5 4.41 ─ ─

河　　　端　　　由　里　子 3,695.0 4.07 ─ ─
日本マスタートラスト信託銀行 3,152.0 3.47 ─ ─株　式　会　社（信　託　口）

日本トラステイ・サービス信託銀行 3,081.0 3.39 ─ ─株　式　会　社（信　託　口）

資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 2,109.0 2.32 ─ ─株 式 会 社（証 券 投 資 信 託 口）

⑤ 自己株式の取得、処分及び保有
1. 取得株式
端株の買取りによる取得
普通株式 31株　　　取得価額の総額　　11,635千円

2. 処分株式
普通株式 ─株　　　処分価額の総額　　　　─千円

3. 中間期末における保有株式
普通株式 65.8株
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特記すべき事項はありません。

（本報告書中の記載数字は、金額については表示単位未満を切り捨て、比率その他について
は、四捨五入しております。）

借　　　入　　　先 借入金残高
借入先が有する当社の株式

持　株　数 持 株 比 率

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 125百万円 ─株 ─％

主要な借入先

区　　　分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

男　　　子 77名 （＋） 1名 36.2歳 5.2年

女　　　子 381 （＋）54 40.8 3.0

合計又は平均 458 （＋）55 40.0 3.4

従業員の状況

（注）従業員には使用人兼務役員１名、嘱託・パート社員67名を含んでおりません。

地　　　　位 氏　　　　名 担 当 又 は 主 な 職 業

代表取締役社長 河　端　　　繁 ㈱京都きもの友禅友の会代表取締役

代表取締役専務 河　端　雄　樹 商品本部長

常 務 取 締 役 小　川　三穂子 営業本部長兼営業部長

常 務 取 締 役 園　川　勝　美 管理本部長兼経理部長

取 　 締 　 役 田　中　健　吉 顧客相談室長

常 勤 監 査 役 � 川　清　隆

常 勤 監 査 役 亀　井　通　夫

監 　 査 　 役 野見山　雅　雄 税理士

監 　 査 　 役 南久松　宏　光 公認会計士・税理士

取締役及び監査役

決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実

（注）監査役�川清隆、亀井通夫、野見山雅雄、南久松宏光の各氏は、株式会社の監査等
に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監査役であります。

役　　　　　員（平成14年９月30日現在）

① 重要な子会社の状況企業結合の状況

② 企業結合の成果
連結子会社は前記子会社１社であります。当中間期の連結売上高
は6,242,396千円、連結中間純利益は328,179千円となりました。

会　　社　　名 主要な事業内容 資　本　金 当社の持株比率

株式会社京都きもの友禅友の会 呉服販売取次 50,000千円 100.0％
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中間貸借対照表

（資　産　の　部）
Ⅰ 流　動　資　産
1. 現 金 及 び 預 金 433,910 645,754

2. 売　　掛　　金 84,626 82,578

3. 有　価　証　券 1,077,927 1,785,603

4. た な 卸 資 産 1,685,476 1,813,637

5. そ　　の　　他 203,696 216,092

流 動 資 産 合 計 3,485,636 4,543,666

Ⅱ 固　定　資　産

1. 有 形 固 定 資 産

� 建　　　　　物 695,294 675,383

� 土　　　　　地 2,398,744 2,398,744

� そ　　の　　他 101,769 112,611

有形固定資産合計 3,195,808 3,186,738

2. 無 形 固 定 資 産 18,809 52,135

3. 投資その他の資産

� 投資有価証券 273,369 172,722

� 敷金及び保証金 697,798 745,856

� そ　　の　　他 767,576 691,038

貸 倒 引 当 金 △ 82,650 △ 82,650

投資その他の資産合計 1,656,094 1,526,967

固 定 資 産 合 計 4,870,711 4,765,841

資　産　合　計 8,356,348 9,309,508

（負　債　の　部）
Ⅰ 流　動　負　債
1. 買　　掛　　金 472,392 447,703

１年内返済予定2. 100,000 100,000長 期 借 入 金

3. 未　　払　　金 449,523 446,817
4. 未 払 法 人 税 等 207,353 315,260
5. 前　　受　　金 662,392 767,791
6. 賞 与 引 当 金 113,131 138,458
7. そ 　 の 　 他 128,343 119,895

流 動 負 債 合 計 2,133,135 2,335,925
Ⅱ 固　定　負　債
1. 長 期 借 入 金 125,000 25,000

2. 役員退職慰労引当金 187,190 197,840
固 定 負 債 合 計 312,190 222,840
負　債　合　計 2,445,325 2,558,765

（資　本　の　部）
Ⅰ 資　　本　　金 1,100,500 1,100,500
Ⅱ 資 本 剰 余 金 1,265,000 1,265,000
1. 資 本 準 備 金 1,265,000 1,265,000

Ⅲ 利 益 剰 余 金 3,648,062 4,425,619
1. 利 益 準 備 金 275,125 275,125
2. 任 意 積 立 金 2,500,000 3,000,000
3. 中間未処分利益 872,937 1,150,494
（うち中間利益） （261,054） （351,329）

Ⅳ 評 価 差 額 金 △ 101,116 △ 16,466
その他有価証券評価差額金 △ 101,116 △ 16,466

Ⅴ 自　己　株　式 △ 1,422 △ 23,910
資　本　合　計 5,911,022 6,750,742
負債・資本合計 8,356,348 9,309,508

（単位：千円）

金　　　額 金　　　額
科　　　　　目 前中間会計期間末 当中間会計期間末 科　　　　　目 前中間会計期間末 当中間会計期間末

（平成13年９月30日現在）（平成14年９月30日現在） （平成13年９月30日現在）（平成14年９月30日現在）

（注）1. 千円未満は、切り捨て表示をしております。
前中間会計期間末 当中間会計期間末

2. 有形固定資産の減価償却累計額 890,669千円 1,015,545千円
3. 担保に供している資産

建　　　　物 440,290千円 415,193千円
土　　　　地 2,364,360千円 2,364,360千円

4. 子会社に対する短期金銭債権 7,755千円 8,380千円
子会社に対する短期金銭債務 1,108千円 4,835千円

5. １株当たり中間利益（期中平均発行株式数による） 4,314円38銭 3,873円06銭
6. 当中間会計期間から、「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を
適用しております。これによる当中間会計期間の損益に与える影響はありません。
なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の資本の部について
は、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。なお、前中間会計期間末についても改正後
の表示区分に組替えております。



金　　　　　額

科　　　　　　　　目 前中間会計期間 当中間会計期間
自　平成13年４月１日 自　平成14年４月１日
至　平成13年９月30日 至　平成14年９月30日

経常損益の部

営　業　収　益

売　　　　　上　　　　　高 5,567,527 6,288,781

営　業　費　用

売　　　上　　　原　　　価 2,329,491 2,513,152

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,719,192 3,034,387

営　業　利　益 518,843 741,241

営業外損益の部

営 業 外 収 益 15,343 26,181

営 業 外 費 用 13,499 11,227

経 常 利 益 520,687 756,195

特別損益の部

特　別　損　失 55,366 135,042

税 引 前 中 間 利 益 465,321 621,152

法人税、住民税及び事業税 200,804 304,620

法　人　税　等　調　整　額 3,462 △ 34,797

中　　　間　　　利　　　益 261,054 351,329

前 　 期 　 繰 　 越 　 利 　 益 611,882 799,165

中　間　未　処　分　利　益 872,937 1,150,494

5

中間損益計算書

（単位：千円）

( ) ( )

（注）1. 千円未満は、切り捨て表示をしております。
2. 当中間期の減価償却費は、65,625千円（内訳　売上原価7,786千円、販売費及び一般管理費57,839千円）で
あります。

（中間配当について）

平成14年10月10日開催の取締役会において中間配当について下記のとおり決議いたしました。

（1） 中間配当の支払対象者：平成14年９月30日の最終の株主名簿に記載された株主

（2） 中 間 配 当 金 額：１株につき2,000円

（3） 支払請求権の効力発生
及 び 支 払 開 始 日：平成14年12月９日
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中間連結貸借対照表（ご参考）

（資　産　の　部）
Ⅰ 流　動　資　産

1. 現 金 及 び 預 金 503,706 733,225

2. 売　　掛　　金 84,626 82,578

3. 有　価　証　券 2,552,163 3,423,283

4. た な 卸 資 産 1,686,379 1,815,734

5. そ　　の　　他 198,197 210,661

流 動 資 産 合 計 5,025,073 6,265,483

Ⅱ 固　定　資　産

1. 有 形 固 定 資 産

� 建　　　　　物 695,294 675,383

� 土　　　　　地 2,398,744 2,398,744

� そ　　の　　他 101,769 112,611

有形固定資産合計 3,195,808 3,186,738

2. 無 形 固 定 資 産 18,809 52,135

3. 投資その他の資産

� 投資有価証券 1,937,396 1,720,686

� 敷金及び保証金 697,798 745,856

� そ　　の　　他 615,993 543,851

貸 倒 引 当 金 △ 82,650 △ 82,650

投資その他の資産合計 3,168,539 2,927,744

固 定 資 産 合 計 6,383,156 6,166,618

資　産　合　計 11,408,230 11,432,102

（負　債　の　部）
Ⅰ 流　動　負　債
1. 買　　掛　　金 472,392 447,703

１年内返済予定
2. 100,000 100,000長 期 借 入 金

3. 未 払 法 人 税 等 215,703 321,800

4. 前　　受　　金 662,392 767,791

5. 預　　り　　金 2,942,892 2,994,926

6. 賞 与 引 当 金 113,131 138,458

7. そ 　 の 　 他 552,388 551,070

流 動 負 債 合 計 5,058,899 5,321,750

Ⅱ 固　定　負　債

1. 長 期 借 入 金 125,000 25,000

2. 役員退職慰労引当金 187,190 197,840

固 定 負 債 合 計 312,190 222,840

負　債　合　計 5,371,089 5,544,590

（少数株主持分）

少数株主持分 ─ ─

（資　本　の　部）

Ⅰ 資　　本　　金 1,100,500 1,100,500

Ⅱ 資 本 剰 余 金 1,265,000 1,265,000

Ⅲ 利 益 剰 余 金 3,803,141 4,560,371

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △ 130,077 △ 14,448

Ⅴ 自　己　株　式 △ 1,422 △ 23,910

資　本　合　計 6,037,140 6,887,512
負債、少数株主持分 11,408,230 12,432,102及 び 資 本 合 計

（単位：千円）

金　　　額 金　　　額
科　　　　　目 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 科　　　　　目 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

（平成13年９月30日現在）（平成14年９月30日現在） （平成13年９月30日現在）（平成14年９月30日現在）

（注）1. 千円未満は、切り捨て表示をしております。
2. 当中間連結会計期間から、「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）
を適用しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響はありません。
なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資本の
部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。なお、前中間連結会計期間末
についても改正後の表示区分に組替えております。
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中間連結損益計算書（ご参考）

金　　　　　額

科　　　　　　　　目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
自　平成13年４月１日 自　平成14年４月１日
至　平成13年９月30日 至　平成14年９月30日

（注）1. 千円未満は、切り捨て表示をしております。
当中間連結会計期間の減価償却費は、65,625千円（内訳　売上原価7,786千円、販売費及び一般管理費
57,839千円）であります。

（単位：千円）

経常損益の部
営　業　収　益
売　　　　　上　　　　　高 5,528,158 6,242,396

営　業　費　用
売　　　上　　　原　　　価 2,329,491 2,513,152
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,655,865 2,961,458

営　業　利　益 542,801 767,786
営業外損益の部
営 業 外 収 益
受　　　取　　　利　　　息 9,606 8,488
受 　 取 　 配 　 当 　 金 779 579
有 価 証 券 売 却 益 ─ 1,168
雑　　　　　収　　　　　入 3,497 9,602

営 業 外 費 用
支　　　払　　　利　　　息 5,767 3,394
投 資 事 業 組 合 損 失 2,320 6,711
新　株　発　行　費　用 2,166 ─
有 価 証 券 売 却 損 1,943 ─
自　己　株　式　売　却　損 324 ─
雑　　　　　損　　　　　失 1,743 1,302

経 常 利 益 542,419 776,217
特別損益の部
特　別　損　失
投 資 有 価 証 券 評 価 損 47,537 193,628
固 定 資 産 除 却 損 ─ 937
会　員　権　評　価　損 15,376 ─

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 479,505 581,651
法人税、住民税及び事業税 210,677 313,713
法　人　税　等　調　整　額 △ 516 △ 60,242
中 間 純 利 益 269,344 328,179

( ) ( )
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店舗数の推移
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第25期�
平成 8年 3月期�

第26期�
平成 9年 3月期�

第27期�
平成10年 3月期�

第29期�
平成12年 3月期�

第28期�
平成11年 3月期�
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第30期�
平成13年 3月期�

第31期�
平成14年 3月期�

�

第32期�
平成15年 3月期�
（予定）�

41

46

21 22 22
25

30

35

福島県�
郡山店�

北海道�

札幌店�

栃木県�
宇都宮店�

茨城県�
水戸店�

広島県�
広島店�

兵庫県�
神戸店�

京都府�
京都店�

岐阜県�
岐阜店�

埼玉県�
大宮店、川越店、所沢店�

千葉県�
千葉店、柏店、船橋店�

東京都�
東京本館、新宿店、池袋店、町田店�
八王子店、立川店、渋谷店（予定）�福岡県�

天神店�

姫路店�

小倉店�
久留米店�

神奈川県�

厚木店、横浜西口店、川崎店�
横浜みなとみらい店�

静岡県�
静岡店、浜松店、沼津店�

愛知県�
名古屋店�
岡崎店�

大阪府�
梅田店、難波店�

宮城県�
仙台店�

三重県�
四日市店�

岡山県�
岡山店�

熊本店�

香川県�
高松店（予定）�

石川県�
金沢店�

高崎店�

熊本県�

新潟県�
新潟店�

群馬県�

長野店（予定）�
長野県�

富山県�
富山店�

・平成７年６月　難波店、札幌店開設
・平成７年10月　広島店開設
・平成８年８月　仙台店開設
・平成10年10月　川越店、宇都宮店開設
・平成11年１月　岐阜店開設
・平成11年８月　神戸店、小倉店、水戸店開設
・平成12年１月　新宿店、岡山店開設
・平成12年８月　熊本店、姫路店開設
・平成12年９月　金沢店開設
・平成13年１月　高崎店、新潟店開設
・平成13年６月　郡山店開設
・平成13年９月　富山店、四日市店開設
・平成14年１月　横浜みなとみらい店、

沼津店、岡崎店開設
・平成14年８月　久留米店、所沢店開設
・平成15年１月　高松店、長野店、渋谷店開設（予定）
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（単位：円、株）

最　　　高 388,000 395,000 395,000 395,000 390,000 410,000

最　　　低 330,000 345,000 346,000 365,000 355,000 340,000

出　来　高 2,121 1,535 1,499 1,396 2,210 2,428

14/４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

株価推移（証券コード：7615）

（単位：％）
株式所有者別分類（平成14年９月30日現在）

31.14 27.83 1.62 23.91 1.80 0.30 0.00 2.79 10.48 0.13

個人その他（60.59） 金 融 機 関（26.01）
その他国内法人 外国人 そ の 他

個　人 役　員 その他 銀行・信託銀行 生命保険会社 損害保険会社 その他金融

株 主 メ モ

決　　算　　期 毎年３月31日

利益配当金受領 ３月31日
株 主 確 定 日 ９月30日

定時株主総会 ６月中

公 告 掲 載 紙 日本経済新聞

名義書換代理人 〒105－8857 東京都港区芝３丁目33番１号

中央三井信託銀行株式会社

同事務取扱所 〒168－0063 東京都杉並区和泉二丁目８番４号

証券代行事務センター

中央三井信託銀行株式会社証券代行部

電話（03）3323－7111（代表）

同 取 次 所 中央三井信託銀行株式会社　全国各支店

日本証券代行株式会社　本店・全国各支店



http://www.kyotokimonoyuzen.co.jp


